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トヨタの
水素モビリティ普及の取組み
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国立環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス のデータを元に作成

日本でのCO2総排出量に占める運輸の割合は2割で、約半分は商用車からの排出です
世界でも商用車のZEV化が進む中で、トヨタも商用のZEVラインアップの準備を進めています

■日本のCO2排出量の割合（産業別CO2視点） ■燃料電池技術の展開

運輸部門の内訳

乗用車
3,928万台
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2022年11月現在

自動車分野における脱炭素

東京都：93台
（全国：110台）

東京都：2,100台
（全国：7,200台）

東京都：9台
(リース終了含む)
全国：約400台

全国保有台数
(2020年、国交省)

自家用トラック
492万台

バス 23万台

営業用トラック
117万台
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■台当たりの年間水素消費量の比較
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商用車での水素利用は大量の水素消費(≒CO2低減)の期待ができる一方
燃料代及び水素充填の利便性など運用効率の向上も同時に解決する必要があると考えています

■課題：TCOの低減

水素を商用事業に適用する上での課題

運用効率を含むTCO※で事業可能なスキームが必要

・商用車の場合、
車両価格と比べて燃料代が非常に高額になる

・水素充填の利便性（ダウンタイムの最小化）も
事業性のため重要

※TCO：Total Cost of Ownership

FC FC FC

乗用車 小型トラック 大型トラック

2600万円
(平均車齢14年累計)130万円

(平均車齢13年累計)

1.5億円
(平均車齢17年累計)

FCモビリティ燃料代

※試算前提：左図の年間水素消費量
水素単価1,200円/kg

販売中販売中 公表済公表済公表済

大型トラック

（トラクタ）

大型トラック

（単車）

大型バス

（路線）

小型トラック 乗用車

(119 倍)

(62 倍)

(30 倍)
(19 倍)

( ): 対乗用車比

※燃料消費率と走行距離は開発中の使用環境を
特定した条件下でのデータに基き算出

地方都市での
使用想定

地方都市での
配送想定

東京-地方都市間の
輸送系25ﾄﾝ車を想定

輸送系44ﾄﾝ車
平均値

燃料消費率× 走行距離
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水素普及(≒CO2低減)に向け“成功体験の連鎖”を生み出す為、水素消費の“モデル化”を推進
実証→実装の第１弾として『福島･東京プロジェクト』を計画しています

FC大型トラック FC小型トラック BEV小型トラック BEV商用軽バン

東北-関東-関西の
幹線輸送

福島・東京 東京

2023年1月～2029年度末 (予定)

約300台 約210台 約70台
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■幹線モデル（東北-関東-関西） ■地方都市モデル（福島県） ■ラストマイルモデル（東京都）

トヨタの取り組み：水素消費のモデル化
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（東京-福島-仙台）

東名阪ルート
（東京-名古屋-大阪）
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『福島･東京プロジェクト』は水素を使うことだけではなく
CASE技術などで物流課題の解決も同時に目指しています
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水素普及と同時に物流課題の解決も目指す

大阪・名古屋 福島県東京都

ラ
ス
ト
マ
イ
ル
配
送

大
動
脈
（
幹
線
）
物
流

動
脈
物
流

都を基点とした幹線物流

FC大型トラック

FC小型トラック

ラストマイル配送

FC小型トラック

水素普及
30万人都市モデル

FC大型トラック

BEV商用
軽バン

BEV
小型トラック

物流を止めないための
運行管理と一体となったエネルギーマネジメント

グリーンイノベーション基金
プロジェクトの実証テーマ
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普及に向けて実現していきたいこと
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需 要 供 給

使う事業者側 インフラ、自動車OEM

事業規模

事業に応じた車型､数量
・車両の用途
・車両の種類(車型)と台数
・車両を使う地域､場所

水素の量
・水素STの数と場所 ・水素STの給水素能力

クルマの数
・種類数(開発能力) ・台数(生産能力)

ビジョンの
共有が不可欠

事業性

TCOトータルで事業化可能なしくみ
・ランニングコスト
・クルマの利便性 (積載性､充填時間､使い勝手)
・水素STの利便性(アクセス性､充填時間)

規模拡大に応じたコストダウンの
シナリオ
・車両コスト ・水素ST建設費/運営費
・水素ST稼働率 ・水素価格

東京都の水素政策や水素普及を支援するしくみ

①

②

水素社会実現の為、クルマを使う需要側／クルマと水素の供給側が都の目指す方向性に沿って
事業規模や事業性などのビジョンを共有し、同じ方向を向いていくことが重要だと考えています

①需要(使用)／供給の同期化 都の采配・牽引

②事業者の利便性確保(安価な水素の安定供給、需要ある地域に水素ST配置)

③水素社会への機運の向上(多様なFC車普及や水素利用拡大に向けた支援策)

東京都に
期待する事


